
補助金交付申請書類一覧

必須

書類
書　式

1 補助金交付申請書 〇 様式7

2 交付申請額内訳書 〇 様式7-2

4 見積書 〇 様式自由

6 その他申請に必要と認める書類 －

・ 事業計画承認又は全体設計承認申請と同時に申請することができます。

・ 原本の写しの提出を可とします。ただし、原本の写しに疑義が生じた場合は、原本の提示を求めることがあります。

備　　　考

工事契約を締結しているが、工事に着手していな

い場合（工事着手は交付決定通知日以降とし着手

後速やかに工事着手届を提出）

書　　類　　名

3

5 工事に未着手であることを証する書類 写真等

交付決定に必要な書類等

（図面及び補助対象部分が分かるもの）
〇 様式自由

計画概要、付近見取図、配置図、求積図、

各階平面図、立面図、断面図、

セットバック整備計画図等



（様式７）

年 月 日

大阪市長

補助事業者

大阪市主要生活道路不燃化促進整備事業について、補助金の交付を受けたいので、大阪市主要生

活道路不燃化促進整備事業建設費補助制度補助金交付要綱第９条第１項の規定に基づき、指定書類

を添えて次のとおり申請します。

１ 承認番号

２ 計画敷地

（地名地番） 大阪市 区

３ 事業期間 工事契約日または工事契約予定日 令和 年 月 日

工事着手予定日 令和 年 月 日

補助事業完了予定日 令和 年 月 日

４ 交付申請額 円

(注)事業計画承認申請書と同時に申請する場合、承認番号の記載は不要

令和

補助金交付申請書

記

（法人その他の団体にあっては
その名称、代表者の氏名）

住　　 所
（法人その他の団体にあっては

主たる事務所の所在地）

氏　　 名



（様式７－２）

１ 交付申請額内訳書

千円 千円 千円 千円

（１） 除却費等

（２）

（３） セットバック整備費

（４） 支障物撤去費

(注) w1～w4：「２　費用の明細」の各補助項目の補助金算定額

Ｘ：限度額（別表４）×補正係数（別表５）

Ｔ：ΣＷとＸのうち小さい方

t1～t4：補助を申請する区分にＴを任意に振り分ける。

 なお、t1～t4は、千円未満切捨てとする。

Ｖ：Ｖ＝Ｔ－ΣＹ。ただし、部分払金に係る申請の場合、Ｖ＝Ｋ

（Ｋは「３　部分払金に係る申請額計算書」で算定した金額）とする。

v3

v4

y1

y3

y4

y2

既補助金

交付決定額

今回

申請額

建築設計費
及び耐火構造費

区分

補助金

算定額

補助

t1

t2

t3

v1

v2

合計

補助金額
限度額

w4

w3

ΣＷ Ｘ

t4

交付申請額内訳書（　　　年度分）

T:min(ΣW,X) ΣY

千円

w1

w2

Ｖ:T-ΣYorK



２ 費用の明細

（１）除却費等

(注) 除却面積（ａ）が固定資産（家屋）評価証明書に記載されている面積と異なる場合は、除却

面積がわかる資料を添付してください。

補助金算定額

補助対象上限単価
木造：17,000円
木造集合住宅：15,000円
非木造：17,000円

ｇ＝ｂ×ｃ×ｆ
千円未満切り捨て

ｗ1＝ｅとｇの小さい額
千円未満切り捨て

円

f

g

㎡

㎡

ｗ1

d

e

契約見込額のうち、補助対
象となる除却費等

ｅ＝ｄ×（ｂ／a）×ｃ
千円未満切り捨て

円

円

円

備考算出項目

この補助事業の実施に伴い
除却する面積

２／３補助率 c

a

b

除却面積

うち、補助対象面積

㎡

㎡

補助対象経費

除却費等

円

円

円

円

円

木造又は
木造集合住宅

非木造

補助対象経費による
補助限度額

補助対象面積による
補助限度額



（２）建築設計費及び耐火構造費

補助率 d  

補助金算定額 ｗ2 円
ｗ2＝ｃ×ｄ
千円未満切り捨て

１／２

補助対象上限単価 b 円 別表３参照

補助対象上限額 c ｃ＝ａ×ｂ円

算出項目 備考

補助対象面積 a 延床面積

建築設計費
及び

耐火構造費

㎡



（３）セットバック整備費

㎡

円

円

円

×

×

×

×

円

計算式 合計

ｗ3＝aとbのいずれ
か小さい額×ｃ
千円未満切り捨て

ｍ

ｍ

ｍ

円

箇所

数量算出（小数第３位以下を切り捨てた数値により計算し、合計は小数第２位以下を切り捨てた数量とする。）

集水桝 円×

道路境界石

＝

算出項目

補助金算定額 ｗ3 円

＝

円

ｍ

ｍ

箇所

算出項目 セットバック整備費 備考

補助対象経費 a 円
契約見込額のうち
補助対象となる
セットバック整備費

各項目の合計(下表)
×

補助対象上限単価
(別表３)

円円

＝

側溝蓋 円

道路境界石

㎡

集水桝

Ｌ型側溝

現場打ち側溝

Ｕ型側溝 円

現場打ち側溝

Ｌ型側溝 円

＝

＝

合計 ｂ 円

側溝蓋

ｍ

ｍ

ｍ

Ｕ型側溝

ｍ

ｍ

道路等舗装 円×

道路等舗装

＝

× 円 ＝

補助率 c １／２



（４）支障物撤去費

円

補助対象経費 a
契約見込額のうち、
補助対象となる
支障物撤去費

円 ＝ 円

× 円円

＝

＝

算出項目 支障物撤去費

×

円

合計 ｂ 円

×

備考

円

＝

× 円

×

×

円

＝

補助金算定額

合計

円

円 ＝

円

ｗ4

円

数量算出（小数第３位以下を切り捨てた数値により計算し、合計は小数第２位以下を切り捨てた数量とする。）

円

ｗ4＝aとbのいずれ
か小さい額×ｃ
千円未満切り捨て

×

各項目の合計(下表)
×

補助対象上限単価
(別表３)

補助率 c １／２

円

円 ＝

算出項目 計算式



３ 部分払金に係る申請額計算書

前払金d

中間金e

前払金d a×40％ dとfの小さい方

中間金e

前払金d a×40％ dとfの小さい方

中間金e

※1 a,b,d,e,f,g,K：千円未満切捨て

c：小数第２位まで（小数第３位以下を切捨て）とする。

※2 建築設計費の補助金を申請しない場合は、a × 40%とする。

※3 部分払金に係る補助金の申請額は、年度毎の部分払金に乗率（補助対象項目ごとに、補助

金の額を補助対象経費（老朽建築物の除却費等を除く。）で除したもの）を掛けた値（中

間金に係る補助金にあっては、さらに90％を乗じた値）とする。なお、前払金の補助の対

象となる額は、建築設計費及び耐火構造費については、補助対象経費の30％を上限とし

（ただし、建築設計費の補助金を申請しない場合は、補助対象経費の40％を上限とする。）

セットバック整備費及び支障物撤去費については、補助対象経費の40％を上限とする。

c=b/aba

補助対象
経費

補助金額 乗率

g×c×90％

g×c

小計(２)

小計(３)

合計

g×c×90％

g×c×90％e

小計(１)

g×c

今年度

部分払金の
補助対象上限額

今年度部分払金の
補助対象額

今回
補助申請額

千円 千円 千円

a×30％ ※2 dとfの小さい方 g×c

f g K

千円

部分払金
(補助対象経費の
うち今年度に支出

する経費)

e

e

(1)
建築設計費

及び
耐火構造費

(2)
セットバック

整備費

(3)
支障物撤去費

補助対象事業期間全体

千円 千円 ％

区分


